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バンクーバー CMA主要地域における近年の人口変化と住宅開発
―1991、1996、2001 年センサスを活用して―
香　川　貴　志 *
Ⅰ．研究目的と研究対象地域
1．本研究の目的
カナダ都市あるいは都市圏の成長には、国
外諸地域との経済的・文化的交流が関与して
いる。その代表的なものがアメリカ合衆国東
部地域との交流が盛んなトロント Toronto、そ
して環太平洋地域のうち特にアジアとの交流
で成長したバンクーバー Vancouver であると
いわれている（Ley & Bourne, 1993; Hutton
& Davis, 1993）1）。しかし、カナダ全土の規
模で各地をみると、ほぼ日本の都市圏や大都
市圏（以下では都市圏と記載する）に相当す
ると考えられる CMA（Census Metropolitan
Area）2）の中心都市では微弱な人口減少を示
すことが多く、他方で CMA 全体の人口増加
が堅調なケースを多く看取できる（Mercer,
1991）3）。同論文の中で Mercer は、都市圏全
体のマネジメントにおいてカナダはアメリカ
合衆国よりも公的機関の介在が大きいとも述
べ、特に公共交通政策の充実をカナダ都市に
共通する特徴として指摘した。
都市圏の成長、すなわち都市圏スケールで
人口増加現象を分析する場合、住宅地化のプ
ロセスや住宅価格の地域差の検討が欠かせな
い。こうした、いわゆる都市化研究では数多
くの実績が重ねられてきたが、地理学分野で
は複数の都市比較によって共通性を見出す研
究から、都市による微妙な差異に注目する研
究へと移行しつつあるように思える。前者の
例では、住宅価格上昇の地域差についてモン
トリオール Montreal、トロント、そしてバン
クーバーの共通項を見出そうとした Harris
（1986）4）、後者の例としては、トロントとバ
ンクーバーにおける住宅価格の地域差を論じ
ながら、1997 年の香港返還に先立って大量流
入した中国系移民がバンクーバーで果たした
役割の大きさを指摘した Ley et al.（2002）5）
が代表的であろう。
移民または外見上の少数民族（visible mi-
nority）がカナダの都市圏拡大に大きく寄与
していることは、Evenden & Walker（1993）6）
や Bauder & Sharpe（2002）7）が論じている。
まず Evenden & Walker では、経済的基盤の弱
い移民が相対的に住宅価格の安い近郊や郊外
の都市化を促したとの説明が、トロントとバ
ンクーバーを事例地域として展開されてい
る。また Bauder & Sharpe では、外見上の少
数民族が多く居住する地域は、近郊や郊外の
中にあっても公共交通機関が充実している場
所を中心としているとの指摘がなされ、並行
して民族ごとの住み分けについても明瞭な地* 京都教育大学教育学部
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図が提示された。民族ごとの住み分けについ
ての近年の研究では、Hiebert（1999）8）や香
川（2003）9）のバンクーバー都市圏を対象と
した事例もある。これらに先立つ 1980 年代に
おいて、都市圏内の住み分けが語られる際に
収入や職業が指標として重視された（Harris,
1984）10）ことと比べれば、近年におけるエス
ニシティへの関心の高さがうかがえる。
近郊や郊外だけでなく、インナーシティに
代表される都心周辺部の再開発に関連して、
当該地域への人口回帰を積極的に取り上げた
研究も多く見られる。とりわけ Ley は精力的
にジェントリフィケーション（住宅への投資
を主とした都心周辺部の再活性化）を追究し
ており、たとえばバンクーバーの CBD 南側に
展開するフォールスクリーク False Creek 周辺
での取り組みを紹介（Ley, 1981）11）し、カナ
ダ主要都市のインナーシティの一部に共通す
る居住者の社会経済的ステイタスの向上現象
を説明（Ley, 1988）12）し、1980年代初頭の景
気後退期ですらカナダの主要都市ではジェン
トリフィケーションが急速に拡大した事実を
証明（Ley, 1992）13）するなど、枚挙にいとま
のない研究が確認できる。また、バンクーバー
における都心周辺部のゾーニング見直しを論
じた North & Hardwick（1992）14）、カナダ各
地の都市の都心周辺部において 1980 年代から
持ち家率が向上した背景に集合住宅立地の介
在を見出した Harris & Pratt（1993）15）などの
研究は、都市計画や都市行政の観点からも注
目されてしかるべきであろう。さらに、都市圏
スケールでの論及は殆どなされていないもの
の、バンクーバー市における都市計画と景観
デザインを詳細に論じた Punter（2003）16）は、
特に 1980 年代以降のバンクーバーの都市戦略
に関する好著で、都市圏内の中心都市の在り
方について多くの示唆を与えてくれる。
ところで、これまでに述べたようなカナダ
における都市圏研究を顧みてみると、人口急
増地域でいかなる住宅が建設されているのか
を端的に把握し得る研究は、意外に少ないこ
とが分かる。近現代を対象として歴史地理学
的あるいは社会地理学的な見地から住宅地の
変化を論じた Wynn（1992）17）や Ley et al.
（1992）18）のような研究は認められるものの、
こと現代における新しい住宅地の状況把握に
関しては、その多くが均質的な郊外に展開し
がちであるためか、当該国に居住する研究者
にとって刺激的でないのかもしれない。また、
少なからず地域統計の分析が効率的に行える
ようになったため、地図の提示と解釈に終始
する研究が増えてきたことも、研究者を
フィールドから遠ざけている一因かもしれな
い。
しかし、国外に居住する者の視点から人口
急増地域の住宅開発の実情を把握し、その特
徴を経験的ではあれ論じておくことは、環境
や制度の異なる地域と自国との比較において
多大な示唆を与えてくれるであろうし、意外
性のある観点を当該国の研究者に対して提供
できる可能性も秘めているのではなかろう
か。そこで本研究では、まずセンサストラク
ト Census Tract19）（以下では日本の例に準じ
て統計区と記載する）別に様々な指標が得ら
れる 1991 年、1996 年および 2001 年のセンサ
スデータを比較しながら、人口急増をきたし
ているバンクーバー CMA の主要地域におい
て人口動向の地域的差異を解明する。加えて、
1991～1996年に人口増加が顕著であった地区
の近年における住宅開発動向の把握に努め
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る。ただし、2003 年 3月に実施した現地調査
時点では2001年センサスの詳細データが公刊
されていなかった 20）ため、若干のタイムラ
グが生じることを考慮しておく必要がある。
2．研究対象地域の概要
カナダ西海岸最大の都市であるバンクー
バーでは、周辺都市を含めた CMA の人口が
1996 年時点で約 183万人に達しており、同じ
領域での1991年人口が約160万人であったこ
とから、この間の人口増加率が 14％強に達し
ている。一方、最新の 2001 年センサスデータ
をもとに計算すると、同年の CMA 人口は約
199万人に及び、1996～ 2001 年の人口増加率
は約 8.5％を計上する。バンクーバーCMA の
人口増加率は、このように緩和傾向にあるも
のの、依然として高い水準を維持していると
判断できる。
本研究では、バンクーバーCMA のうち、東
～南東の郊外の一部を除いた地域を対象とす
る（第 1 図）。バンクーバー CMA は、南側に
第 1図　　研究対象地域の概観
（地形図、交通路線図などにより筆者作成）
* 等高線の間隔は 200 m。
* 図中のアルファベットは自治体の名称を示す。
AVL：Anmore Village（アンモア村）、BNC：City of Burnaby（バーナビー市）、BVL：Belcarra Village（ベル
キャラ村）、CQC：City of Coquitlam（コキットラム市）、DLD：Delta District Municipality（デルタ地区）、
GVS：Greater Vancouver Subdidision（グレーターバンクーバー・サブディビジョン）、NVC：City of North
Vancouver（ノースバンクーバー市）、NVD：North Vancouver District Municipality（ノースバンクーバー地区）、
NWC：City of New Westminster（ニューウェストミンスター市）、PCC：City of Port Coquitlam（ポートコキッ
トラム市）、PMC：City of Port Moody（ポートムーディー市）、PMD：Pitt Meadows District Municipality（ピッ
トメドウズ地区）、RMC：City of Richmond（リッチモンド市）、SRC：City of Surrey（サレー市）、VAC：City
of Vancouver（バンクーバー市）、WVD：West Vancouver District Municipality（ウェストバンクーバー地区）
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アメリカ合衆国との国境、北側に山地、西側
に海洋が展開するため、現地ではフレーザー
バレーと称されるフレーザー川の流域を東～
南東に向かって都市化が進展している（香川、
1996）21）。しかし、本研究の対象地域よりも
東～南東側は、たとえ CMA に含まれてはい
ても、バンクーバーの都心からみた場合に人
口増加が顕著な地域の外側にある。
研究対象地域内の自治体は、北米における
多くの大都市圏の場合と同様に、中心都市（本
研究ではバンクーバー）の面積が極端に突出
しておらず、人口規模も CMA 全体の 4 分の
1 程度で、周辺自治体との協調のもとに大都
市圏が構成されている。2001 年センサスの数
値によると、バンクーバー市の面積はおよそ
131 km2 で CMA 全体の約 4.5％、同市の人口
はおよそ 55 万人で CMA 全体の約 28％であ
る。また、用途地域指定に代表される都市計
画には各自治体の独自色がある程度反映され
てはいるものの、都市圏全体の上位計画や交
通計画は GVRD（Greater Vancouver Regional
District）を統括する機関が取りまとめを行っ
ている。これらについては生田（1999）22）に
詳しいが、ごく近年の動向については GVRD
のホームページ 23）でかなり詳細に知ること
ができる。
Ⅱ．人口増加率の地域的差異
統計区別にみると、1991 ～ 1996 年の人口
増加率が20％を超過する地区が多く認められ
る（第 2 図）。これらの地区は、スカイトレイ
ン（以下では LRT と記す）の沿線であるバー
ナビー Burnaby 市、ニューウェストミンス
ターNew Westminster 市やサレーSurrey 市に
至る近郊・郊外に多く出現するが、バンクー
バー国際空港のあるリッチモンド Richmond
市の北部、Tri-City と総称されるポートムー
ディー Port Moody 市、コキットラム Coquit-
lam市とポートコキットラムPort Coquitlam市
にも集中地区がある。とりわけ Tri-Cityでは、
1995年に開業したウェストコーストエクスプ
レス（以下では WCE を記す）の利便性を享
受できる地区が散在しており、いくつかの駅
周辺では P&R（パーク・アンド・ライド）シ
ステムも実施されている 24）。統計区別にみた
1996 ～ 2001 年の人口増加率の分布状況（第
3 図）を観察しても、全般的に人口増加率が
若干低下したものの、1991 ～ 1996 年と同様
の傾向を認めることができる。つまり、公共
交通機関に限ればバス交通に依存するリッチ
モンド市を除いては、おおむね LRT や WCE
のサービスエリアとその周辺に人口増加率の
高い地区が連続的に分布している。このこと
は、従来は自家用車に依存しつつ都市圏拡大
を図ってきた北米大都市圏の一般的傾向に対
し、近年の居住地選択において公共交通機関
が重視されつつある動きとして注目に値しよ
う。Mercer（1991）25）が指摘した公共交通
政策が実を結びつつあるといえるのではなか
ろうか。
また、1991～ 1996 年（第 2 図）と 1996～
2001 年（第 3 図）ともに、バンクーバー市
の CBD との隣接地区において人口増加率が
50％超の地区が連続的に認められることも
注目に値する。近年の日本の大都市と同様、
都心部や都心周辺部において集合住宅が多
く建設されていることの反映であることが
明らかである。こうした動向は、既に 1990
年代の半ばにバンクーバーの都心周辺部で
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あるウェストエンドWest End において顕在
化していた（香川、2000）26）が、ごく近年
ではゾーニングの弾力的解釈によって集合
住宅の供給が一層進んでいる 27）。
バンクーバー市役所における聴き取り調査
（2003 年 3 月実施）によると、ダウンタウン
における従来のゾーニングでは、商業地域と
集合住宅地域とを厳密に区分するのが通常で
あった。すなわち、たとえば集合住宅地域に
指定されていれば、1 階や 2 階に代表される
低層部においても小売業・サービス業など住
居機能以外のフロア利用が不可能であった。
また、たとえ住居機能であっても、集合住宅
ではない戸建住宅は集合住宅地域内に新築が
許可されないのが実情である。しかし、中心
市街地の活性化を目標として、低層部に商業
施設を入居させ、中高層部に住居機能を配置
する手法が1990年代後半から積極的に導入さ
れるようになった。こうした立体的に多様な
機能の混在が認められる地区は、おおよそ半
ブロック単位で肌理細かく設定される 28）。先
進国で近年トレンドとなっている、コンパク
第 2図　　バンクーバー CMA 主要地域における 1991 ～ 1996 年の人口変化
（Census 1991 および 1996 より筆者作成）
図中の番号 1 ～ 4 は、それぞれ第Ⅲ章の第 1 ～ 4 節で取り上げる地域に該当する。
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トシティの具現化 29）に直結する潮流として
注視しておく必要があろう。
Ⅲ．人口増加が著しい地区における近年
の住宅開発の特徴
本章では、研究対象地域の中から 1991 ～
1996年の間に人口増加が顕著であった地区を
統計区別に 4つ取り上げ、コーホート変化率
を活用した転入人口の特徴の把握に努めると
ともに、これらの地区における近年の住宅開
発の特色について、2003 年 3月に実施した現
地での観察と聴き取りをもとに記述する。ま
た、先述したように、2001 年センサスの統計
区別集計結果は現地調査後に公刊されたた
め、上記の 4 地区それぞれについて 1996 ～
2001 年の人口増加率を補足的に述べる。これ
らの 4地区は、全て 2001 年センサスにおいて
統計区の分割がなされたが、比較に際しては
1996年センサスにおける統計区の範囲で合算
を施した。
第 3図　　バンクーバー CMA 主要地域における 1996 ～ 2001 年の人口変化
（Census 1996 および 2001 より筆者作成）
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1．バンクーバー市のダウンタウンの場合
研究対象地域内において上述した 5 年間の
人口増加率が最も高かった地区が、バンクー
バー市のダウンタウン主要部を占める当地区
である（1996 年の統計区番号 59-02、第 2 図
において矢印と番号1で示した）。1991～1996
年の人口増加率は約 141％に達しており、僅
かの期間に人口が 2.5倍近くに膨れ上がった
地区である。なお、この地区は、2001 年セン
サスにおいて統計区が 2分割されている（第
3 図）が、南西側の統計区（2001 年の統計区
番号 59-05）は 1996～ 2001 年でも人口増加
率が約 73％という高い水準を維持している。
これは、同期間における研究対象地域内では
6番目に高い数値である。
この地区内には、バンクーバー市の CBD も
含まれる。人口増加が顕著であった理由は、
地区の南側に展開するフォールスクリークと
いう入江に沿ったウォーターフロントにおい
て、1990 年代初頭から住宅再開発が本格化し
たことによる（香川、1997; Punter, 2003）30）。
こうした住宅再開発は1990年代の後半から現
在にかけても継続しており、前章に記した
ゾーニングの弾力的解釈によって、低層部に
小売業、中高層部に住居機能が入居した集合
住宅を多く確認できる（第 4 図）。人口急増に
伴うコミュニティ施設の拡充も並行して行わ
れており、かつての大陸横断鉄道の扇形機関
庫を活用したコミュニティセンタ （ー第 5図）
も見られる。
人口増加の実情をより詳しく把握するため
に、新旧のセンサスを利用してコーホート変
化率のグラフを作成した（第 6 図）。この図
をみると、1991～ 1996 年では、ほぼ全ての
年齢階級において転入超過がうかがえるが、
特に20歳前後の若年層の転入超過が著しい。
バンクーバーのダウンタウン内、あるいは都
心周辺部のウェストエンドにおいては、賃貸
集合住宅が多数立地しているが、1990 年代
以降は分譲集合住宅の供給も著しくなってき
た 31）。しかし、20 歳前後の若年層が分譲集
合住宅を購入することは考えにくく、人口急
第 4図 低層部に小売業・サービス業、中高層部
に住居機能が入居した集合住宅群
（2003 年 3 月、筆者撮影）
近年において供給される高層集合住宅の多くが、こ
の写真の建造物のようにグラスエリアの広いデザ
インを取り入れている。こうした集合住宅の増加に
ともない、ダウンタウンとその周辺の景観は大きく
変わりつつある。
第 5図 大陸横断鉄道の扇形機関庫を改装した
コミュニティセンター
（2003 年 3 月、筆者撮影）
かつて大陸横断鉄道の機関車が出入りした扇形機
関庫は、鉄道記念館とコミュニティセンターが同居
する建物として再生された。歴史的遺産を現代生活
に活用していく試みは、北米の都市再開発において
定番の手法になっている。
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増の背景に分譲集合住宅のオーナーが入居希
望者へ住宅を賃貸する「分譲賃貸」の存在を
想像できる。こうした「分譲賃貸」は、投資
活動が本格化すれば、今後の都心部や都心周
辺部における居住をバックアップするシステ
ムとして一層普及していくであろう。
一方、1996 ～ 2001 年においては、継続し
て 20歳前後の若年層の転入超過が目立つ。し
かし、人口増減指数は大幅な低下をみており、
指数計算のベースとなる1996年の人口が既に
ある程度存在していることを示唆している。
このように、当地区における集合住宅を主と
した住宅開発が軌道に乗った様子を看取でき
る。
2．コキットラム市内の山腹に展開する新興
住宅地の場合
前節に記載した地区に次いで 1991 ～ 1996
年の人口増加率が高いのは、バンクーバー東
郊 Tri-City の一つであるコキットラム市の山
腹部を主とした地区である（1996 年の統計区
番号 287-03、第 2 図において矢印と番号 2 で
示した）。1991 ～ 1996 年の人口増加率は約
136％に達しており、ここも僅かの期間に人口
が 2倍以上に膨れ上がった地区である。この
地区は人口急増の影響を受けて、2001 年セン
サスにおいて統計区が 3分割された。とりわ
け相対的に標高が高い北寄りの統計区（2001
年の統計区番号 287-07）は、1996～ 2001 年
の人口増加率が約 85％に及び、同期間の研究
対象地域において 5番目の数値を示す。南寄
りに位置する 2つの統計区（東から順に 2001
年の統計区番号 287-05 と 287-06）の人口増
加率が、それぞれ約 27％と約 8％であること
を合わせて考えると、住宅開発の前線が標高
の高い部分に及んでいることを傍証できる。
この地区は、Tri-City の小売商業地区の中
核的存在であるコキットラムセンター北側の
山麓から山腹にかけて展開するが、地区（統
第 6図　　バンクーバー市のダウンタウンのコーホート変化率
（Census 1991, 1996, 2001 より筆者作成）
人口増減指数＝（期末年人口 / 期首年人口）× 100
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計区）の北半分は未開発の山地である。コ
キットラムセンターの屋上駐車場からは山腹
に立地する多くの住宅を望むこともできる。
1996 年に実施した現地調査では、住宅地の多
くが海抜 100 m 前後で開発されていたが、
2003年に実施した現地調査では住宅地化のフ
ロンティアが海抜200 m以上にまで達してお
り、前段で述べた住宅開発のフロンティアの
前進が明らかである。ただ、当地区には公共
施設や公共交通機関が殆どないため、日常生
活における移動では自家用車に依存せざるを
得ない住宅地が大半である。平均的な住宅価
格は、バンクーバー市南側のリッチモンド市
における平均的価格の 75％程度である 32）た
め、価格の安さを利用した豪壮な住宅（第 7
図）も見られるが、「安い地区でより安く」と
いう住宅需要者も存在するため、中小規模の
住宅が建ち並ぶ場所も散見される（第 8 図）。
ここでも人口増加の実情をより詳しく把握
するために、新旧のセンサスを利用してコー
ホート変化率のグラフを作成した（第 9 図）。
ただし、グラフ縦軸の目盛は第 6 図のそれと
は異なっている。この図をみると、1991 ～
1996 年では、ほぼ全ての年齢階級において転
入超過がうかがえるが、前節で扱ったダウン
タウンの場合とは明らかに内容が異なってい
る。つまり、20歳代前半から同・後半にかけ
ての増加が顕著で新婚世帯の入居が想起され
るとともに、40 歳代や 50 歳代の転入も堅調
で中高年の住宅購入者の存在が明らかであ
る。こうしたことから、相対的に収入の多い
中高年が大きな住宅を購入し、20歳代の若年
層が住宅の一次取得者として取りあえず小規
模な住宅を購入するという状況が浮かび上が
る。
また、1996～ 2001 年のグラフをみると、人
口増減指数はかなりの落ち着きを呈してい
る。しかし、ほぼ全ての年齢階級において転
入超過が確認でき、住宅開発が堅調に推移し
ていることをうかがえる。
第 7図 コキットラム市の山腹地域に立地した
豪壮な邸宅
（2003 年 3 月、筆者撮影）
このような豪壮な邸宅は、宅地の間口が相対的に狭
い旧市街地では限られた高級住宅地区にしか建設
できない。この写真と同程度の住宅では、ベッド
ルームが 4 ～ 6 あり、それと同数に近いバスルーム
が備わっているケースが多い。
第 8図 中規模建売住宅が建ち並ぶコキットラ
ム市山腹地域の新興住宅地
（2003 年 3 月、筆者撮影）
海抜標高 200 m 付近に展開する新興住宅群。天候
によっては写真のように雲が眼下に広がることも
ある。これらの住宅は規模が中程度であり、ベッド
ルームの数は 3 ～ 4、バスルームは 1 ～ 2 のケース
が多い。
香　川　貴　志
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3．リッチモンド市内北部の新興住宅地の場
合
この地区は、研究対象地域における 1991 ～
1996 年の人口増加率が 4 番目に高い地区であ
る 33）（1996 年の統計区番号 151-01、第 2 図
において矢印と番号 3で示した）。1991～ 1996
年の人口増加率は約 73％であり、既に述べた
地区ほどではないまでも、人口増加率は相当
に高い数値である。ただ、当地区は 2001 年セ
ンサスで北側（2001 年の統計区番号 151-03）
と南側（2001年の統計区番号 151-04）に 2分
割されたものの、1996～ 2001年における前者
の人口増加率は 10％弱、後者のそれは約 17％
である。このように、近年では当地区の人口増
加が沈静化していることも明らかである。
当地区は、バンクーバー市内からアメリカ
合衆国方面に向かうハイウェイ 99号線（パン
アメリカンハイウェイの一部を構成する）の
北東側に展開しているが、リッチモンド市の
ほぼ全域がフレーザー川のデルタであること
を反映して、完全な平坦地に新興住宅地が広
がっている。ハイウェイ 99 号線の南西側は
1980 年代から住宅開発が盛んであったが、当
地区はリッチモンド市の商業地区からハイ
ウェイを介した反対側にあたるため、ようや
く1990年代に入ってから住宅開発が本格化し
た。また当地区は、リッチモンド市の他地区
の例に漏れず中国系住民が多く（Hiebert,
1999；香川、2003）34）、最新の 2001 年セン
サスデータでは、母語が中国語である者の構
成比が約 38％、外見的少数民族で中国系（統
計上の記載は visible minority の Chinese）の
比率は約 43％に達する。しかしながら、当地
区では民族色を感じさせる住宅が皆無に等し
く、ビルトインの駐車場を備えた、典型的な
北米郊外型の住宅が卓越している（第 10 図）。
第 9図　　コキットラム市の山腹に展開する新興住宅地のコーホート変化率
（Census 1991, 1996, 2001 より筆者作成）
人口増減指数＝（期末年人口 / 期首年人口）× 100
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低廉な住宅を求める人びとを対象とした建売
住宅が集積する区域も地区内において認めら
れる（第 11 図）。
新旧のセンサスを利用してコーホート変化
率のグラフ（第 12 図）を作成し、人口増加の
実情をより詳しく把握した。ただし、ここで
第 10 図 リッチモンド市にみるビルトイン・ガ
レージを備えた典型的な北米郊外型
住宅
（2003 年 3 月、筆者撮影）
住宅地内の街路パターンはクルドサック式になっ
ており、車道に直接的に歩道が接する形態をとって
いる。旧市街地の住宅地では、車道と歩道との間に
街路樹のある芝が展開するが、近郊～郊外の新興住
宅地では街路樹がほとんど見られない。
第 11 図 小規模な建売住宅が集積するリッチ
モンド市の新興住宅地
（2003 年 3 月、筆者撮影）
間口を狭くして多くの住宅を配置した建売住宅地
の例。デルタ地帯に位置するリッチモンド市では、
バンクーバー市の古い住宅地で多く見られるベー
スメント（半地下室）の設置が困難であるが、この
住宅地では盛土を施してベースメントを設置して
いる。
第 12 図　　リッチモンド市内北部の新興住宅地のコーホート変化率
（Census 1991, 1996, 2001 より筆者作成）
人口増減指数＝（期末年人口 / 期首年人口）× 100
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もグラフ縦軸の目盛は、第 6 図や第 9 図とは
異なっている。この図をみると、1991～ 1996
年では、40歳代前半から同・後半、50歳代後
半から60歳代前半の年齢階級に転入超過の山
が確認でき、前者の扶養家族と考えられるハ
イティーンから20歳代前半にかけても転入超
過が顕著である。このようにニューファミ
リーよりも少し年齢の高い人びとが転入者の
中心となっており、戸建住宅が主体である当
地域の特色を支えている。
また、1996 ～ 2001 年においても多様な年
齢階級で転入超過の山を確認できる。乳幼児
の人口増減指数が他の事例地区に比べて相対
的に高いことは、近年において低廉な住宅が
供給され、そこに若い世帯が転入している状
況を物語っている。当地区の周辺では、中国
系資本による大小のショッピングセンターの
立地も進んでおり、今後もしばらくは人口増
加が堅調に推移するであろう。
4．サレー市内南西部の新興住宅地の場合
この地区は、研究対象地域における 1991 ～
1996 年の人口増加率が 5 番目に高い地区に該
当する（1996年の統計区番号 185-03、第 2図
において矢印と番号 4で示した）。1991～ 1996
年の人口増加率は約 72％であり、前節で触れ
たリッチモンド市内の地区に近い数値を示
す。人口増加率は相当に高いと判断できよう。
当地区は、2001年センサスにおいて 3分割（L
字の綴りの方向に従って 2001 年の統計区番号
185-14、185-13、185-12）されたが、とりわ
け南西の角に位置する 185-13 では、1996 ～
2001 年の人口増加率が約 72％という高い水準
を維持している。後に提示する第 13図と第 14
図も同統計区のものである。
さて当地区は、バンクーバー市のダウンタ
ウンから南東方向に伸びる LRT の終着駅から
7 km ほど南西方向に位置し、LRT から接続す
るバス路線はあるものの、公共交通機関には
決して恵まれておらず、自家用車依存率が高
い地域であるといえる。当地区はフレーザー
川の左岸にあり、デルタではないため、緩やか
な起伏のある地形を呈する。周辺の未開発地
域では針葉樹林が広く展開する区域も多い。
しかし、当地区を大きく特色付けているのは、
パンジャビ語を主要な母語とするインド系の
シーク教徒である（Hiebert, 1999）35）。2001
年センサスにおける彼らの構成比は、母語が
パンジャビ語である者で計算すると約 47％、
外見的少数民族（統計では visible minority で
集計された South Asian）で計算すると約 63％
にも達する。一般的に世帯規模が大きいとい
われる彼らにとって、住宅価格が安く、大きな
住居（第 13 図）を構えやすい当地区は、居住
地として選択しやすいのであろう。しかし、近
年は廉価な建売住宅（第 14 図）も多く供給さ
れており、これらが若年層を吸引している可
能性もある。
そこで新旧のセンサスを利用してコーホー
ト変化率のグラフ（第 15図）を作成し、人口
増加の実情をより詳しく把握する。なお、こ
の図のグラフ縦軸の目盛は第12図のものと同
様である。第 15図をみると、1991～ 1996 年
では、20 歳前後と 50 歳前後に二つの山があ
り、若年層と中高年層の転入が明らかである。
両者が親子関係からなる場合も考えられる
が、それぞれが別個の世帯である可能性も高
い。すなわち、相対的に大規模な住宅に中高
年家族が入居し、廉価な住宅に若年世帯が入
居するという図式である。
また、1996 ～ 2001 年においては、人口増
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減指数の高さに若干の落ち着きが認められる
ものの、グラフの形状は 1991～ 1996 年のそ
れと大きく変化していない。したがって、中
高年向きの大規模住宅と若年世帯向けの低廉
な住宅が混在する環境は継続していると考え
られる。
以上のような状況の背景には、若年世帯の
第 13 図 サレー市の新興住宅地に多くみられ
る大規模住宅
（2003 年 3 月、筆者撮影）
インド系の大家族世帯が多く居住するサレー市で
は、大規模住宅の需要が高いといわれている。こ
の住宅はサレー市で多く見られる新しい大規模住
宅の典型例で、こうした住宅が集積している地区
が散見される。
第 14 図 廉価であることをサールスポイント
にしたサレー市のタウンハウス
（2003 年 3 月、筆者撮影）
交通が決して便利ではないサレー市の南部では、そ
れゆえに低廉な建売住宅が多く供給されている。こ
の住宅群は戸建住宅のように見えるが、壁の一部
を共有するタウンハウスである。住宅の前の看板
を見ると、約 165,000 カナダドルで販売されたこ
とが分かる。
第 15 図　　サレー市内南西部の新興住宅地のコーホート変化率
（Census 1991, 1996, 2001 より筆者作成）
人口増減指数＝（期末年人口 / 期首年人口）× 100
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入居を促進するための財政的援助がGVRDオ
フィスとの連携のもとにサレー市で実施され
ていることも存在しよう 36）。同様の住宅政
策は Tri-City の一部でも実施されており、こ
れらがGVRDの水平的拡大を東郊～東南郊に
向けて推進する原動力になっている。
Ⅳ．まとめ
以上のように本研究では、バンクーバー
CMA 主要部の人口増加が著しい地区を中心
として、人口増加に寄与した年齢階級をコー
ホート変化率から解明し、各地区における住
宅供給の実態を現地調査に基づき記述した。
カナダのセンサスにおける統計区別集計に
は、住宅価格に関する集計項目がある。これ
によって各地区における平均的な住宅価格を
おおよそ把握することができるが、本研究で
言及したように同じ地区内でも様々な規模や
クラスの住宅がモザイク状に（多くの場合は
ブロック単位で）混在しているのが実情であ
り、統計区別の住宅価格に関する検討には限
界がある。
日本の小地域統計に該当する集計単位もあ
るようであるが、統計処理ののちに出力され
た地図の解釈に終始していては、こと外国の
住宅供給の実態に迫ることは困難で、現地調
査や法的側面の検証などが多少なりとも求め
られる。たとえば各種住宅の典型的な集積地
区を導出し、そこにおいてインタビューやア
ンケートによる調査を施した方が、住宅購入
や転居の動機などに肉薄でき、また新たな知
見を提供することにもつながろう。ただ、こ
うした調査には周到な事前準備が必要であ
る。また、現地調査の折には、コミュニティ
の相互監視システムによって調査が中断され
ることも頻繁に生じる 37）。プライバシーに対
する意識が高い環境の下ではインタビューや
アンケートによる調査の難航も想像できる。
事実、そうした方法による研究は皆無である
といっても過言ではない。
現地での調査や研究の深化、他の都市や都
市圏を題材にした比較研究への取り組みなど
を通じて効果のある調査・研究手法の模索を
継続し、住宅研究の更なる蓄積を図っていく
必要がある。住宅を取り巻く諸制度は国家や
地域によって大幅に異なっているのが実情で
あるが、それぞれのメリットとデメリットが
比較研究を経て浮き彫りにできれば、当該国
家や地域の双方にとって有用な住宅政策のヒ
ントを提供することが可能となろう。
〔付記〕本研究の骨子は 2003 年度人文地理
学会大会（於．関西大学）において発表しま
した。また、本研究の一部には平成 14・15 年
度科学研究費補助金（基盤研究（B）（1）「ア
メリカ大都市圏の多核化とリージョナル・シ
ティの空間構造に関する地理学的研究」、課
題番号：14402039、研究代表者：藤井　正）を
使用しました。同補助金の報告書に本研究の
要旨を掲載していますが、本稿はそれに 2001
年センサスの結果分析などを加え、大幅に加
筆修正を施したものです。なお、英文要旨に
ついては、ブリティッシュ・コロンビア大学
地理学教室の David Edgington 先生に校閲し
ていただきました。記して厚く御礼申し上げ
ます。
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Recent Demographic Change and Housing Development in the Vancouver CMA’s Main Area
KAGAWA Takashi*
Vancouver is the largest metropolitan region on the Canadian West Coast.  The population of its CMA
(Census Metropolitan Area) amounted to about 1.83 million people in 1996 census, and this grew to
1.99 million people at the time of the 2001 census.  The population growth rate of Vancouver CMA,
therefore, was about 14% from 1991 to 1996, and about 8.5% from 1996 to 2001.  Thus, although the
population growth rate of the Vancouver CMA has somewhat declined it continues to increase at
relatively steady pace.  In this research, I focus on differences in growth in various districts within the
CMA, particularly differences in the rate and type of housing developments.  Notable population and
housing increases occurred in Richmond City and also along the Sky Train (LRT) line, for example, in
the so-called Tri-City district (comprising Coquitlam City, Port Coquitlam City, and Port Moody City).
In these cities, we can see the rapid formation of typical suburban residential areas.  On the other hand,
downtown Vancouver has also recorded dramatic population increases along with the development of
high-rise condominium apartments.
The author goes on to explore the background of population growth from 1991 to 1996.  The increase
in housing supply within various case study districts was checked by a field survey that also examined
the changing rates of population growth.  The target districts were downtown Vancouver, a new
residential district on the hillside of Coquitlam City, a new residential district in the northern part of
Richmond City, and a new residential district in the southwest part of the Surrey City.  In downtown
Vancouver, the inward migration of people around 20 years old was notable.  They were attracted by the
number of condominium apartments that were put onto the market as rental housing.  In the new
residential district of Coquitlam City, I found that new households were mainly comprised of families
of middle or advanced aged residents who moved into a large-scale housing.  In addition, more youthful
households also increased in this district and they tended to move into ready-built houses of a relatively
minor scale.  In the new residential district of Richmond City, it was found that mainly seniors moved
into this district rather than new families.  In the new residential district of Surrey City, there was a
mixture of residence types including large-scale households comprising newly arrived migrants from
India, as well as cheaper and ready-built house for younger households.
Thus, behind the growth of the suburbs in Vancouver CMA has been both the rise of new magnificent
family residences as well as ready-built houses of a more minor scale.  This can be contrasted with a
spurt in the supply of condominiums in downtown Vancouver.  This paper argues that it will be neces-
sary for Vancouver to encourage even more ‘downtown living’ in the future in order to achieve a more
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compact city.
Key words: demographic change, housing development, downtown living, new residential district,
Vancouver, Canada
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